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第４章 東海地震に関する事前対策 

第１節 総 則 

 

「南海トラフ地震に関連する情報」の運用開始に伴う対応について 

平成２９年１１月より「南海トラフ地震に関連する情報」の運用が開始され、令和元年５

月の内容の見直しにより、「南海トラフ地震臨時情報」の発表が開始されている。これに伴

い、「南海トラフ地震臨時情報」発表時の対応を含む、南海トラフ地震への対応は、第５章

で定めている。  

「南海トラフ地震に関連する情報」の運用開始と併せ、東海地震に対する警戒宣言の発令

は凍結されているが、東海地震に関する既存の計画等（「東海地震応急対策活動要領」等を

含む。）は廃止されていないことから、本章については、国の対応方針が定まった際に、見

直すこととする。 

 

第１項 東海地震に関する事前対策の意義 

東海地震の情報が発表され、東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合に、地震発生に

備えて地震防災上実施すべき応急の対策を混乱なく迅速に実施することにより、また、東海

地震注意情報が発表された場合に、地震防災上実施すべき応急の対策の準備的行動を行うこ

とにより、地震被害の軽減を図るものである。 

 

第２項 東海地震に関する事前対策の性質 

１ 「東海地震に関する事前対策」は、東海地震の発生に伴う被害を軽減するため、市及び

防災関係機関等のとるべき事前措置の基本的事項について定める。なお、本市は「大規模

地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）」第３条第１項に定める強化地域に指定され

ていないが、地震防災の強化を図るため強化地域に準じ、計画を作成する。 

２ 「東海地震に関する事前対策」は、一部警戒宣言前を含み、主として、警戒宣言時から

地震発生までの間における事前応急対策を定める。地震発生後は、「第３章災害応急対策」

に定めるところにより対応する。 

３ 市及び関係機関は、「東海地震に関する事前対策」に基づいて、それぞれ必要な具体的

対策等を定め、その実施に万全を期す。 

 

第３項 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱 

本市に係る地震防災に関し、市、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及

び本市の区域内の公共的団体その他防災上重要な施設の管理者(以下｢防災関係機関｣とい

う。)の処理すべき事務又は業務の大綱は、第１章第２節に準ずる。 

 

第４項 東海地震に関連する情報 

 東海地震に関連する情報は、危険度が低い情報から順に「東海地震に関連する調査情報（臨
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時、定例）」、「東海地震注意情報」、「東海地震予知情報」で、次のとおり気象庁が発表する。 

１ 東海地震に関連する調査情報（臨時、定例） 

 (1) 臨時 

観測データに通常とは異なる変化が観測された場合、その変化の原因について調査の

状況を発表 

 (2) 定例 

   毎月の定例の判定会で評価した結果を発表（防災対応は、特にない） 

２ 東海地震注意情報 

観測された現象が東海地震の前兆現象である可能性が高まったと認められた場合に発表 

３ 東海地震予知情報 

東海地震が発生するおそれがあると認められ、「警戒宣言」が発せられた場合に発表 

 

第５項 東海地震に関する事前対策の体系 

東海地震に関する事前対策の体系は、次のとおりである。 

体系図 
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第６項 東海地震注意情報に基づき政府が準備行動を行う旨の意思決定を行った場合の対応 

方針 

市、防災関係機関等は、警戒宣言発令前において、東海地震注意情報（以下、「注意情報」

という。）に基づき政府が準備行動等を行う旨の意思決定を行った場合、警戒宣言時対策の

円滑な実施のため、時間を要する対策及び警戒宣言前から準備をしておくことが望ましい対

策を実施する。 

 

第７項 地震防災応急計画の作成 

警戒宣言発令時対策を円滑に行うため、事業所等は事前に地震防災応急対策計画を作成し、

地震災害の未然防止と社会的混乱の防止を図る。 

地震防災応急計画の基本となるべき事項は、次のとおりである。 

計画的に定めるべき事項 計画的に明示すべき事項 
計画等の作成にあたって 

留意すべき事項 

第１節 

地震防災応急対策に係る措置

に関する事項 

【各計画において共通して 

定めるべき事項】 

１ 東海地震に関する情報等

の伝達等 

警戒体制をとるべき旨の公示、地震防災

応急対策に係る措置をとるべき旨の通知、

東海地震予知情報、東海地震注意情報及び

東海地震に関連する調査情報の内容その

他これに関連する情報(以下「東海地震に

関する情報等」という。)については、各

計画主体の機関相互間及び機関内部にお

いて、確実に情報が伝達されるようその経

路及び方法を定める。 

就業時間内及び就業時間外等の

時間帯に応じ、伝達が確実に行わ

れるよう定めるほか、防災関係機

関等の特定の電話以外の公衆通信

は、規制される場合があるので、

代替伝達方法等も定める。 

２ 地震防災応急対策の実施

要員の確保等 

具体的な要員の確保を図る。なお、必要

に応じ、指揮機能をもった組織を設置する

場合においては、当該組織の内容等を定め

る。 

東海地震に関する情報等の伝達

等について、伝達者についても定

めること。なお、所要要員の不時

の欠員に備え代替要員も考慮す

る。 

３ 発災後に備えた資機材、人

員等の配備手配 

警戒宣言時において講ずることが妥当

な災害応急対策の実施準備活動を定める。

(災害応急対策に必要な資機材の調達手

配、災害応急対策を実施する人員体制の事

前配備、防災関係機関への連絡等について

は、その内容を定める。) 

 

４ 工事中、建築物等の工事の

中断等 

工事中の建築物その他の工作物又は施

設について安全上実施すべき措置につい

ての方針を定める。(地震の発生の危険か

ら、原則として工事中断の措置を講ずる。) 

補強、落下防止等の措置を実施

する必要がある場合は、作業員の

安全管理について留意する。 
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【個別の計画において定める

べき事項】 

 

１  病院、劇場、百貨店、旅館

等不特定かつ多数の者が

出入りする施設 

 

(1)  東海地震に関する情報

等の顧客等への伝達 

(2)  顧客等の退避又は安全

確保のための措置 

(3)  施設の安全性を踏まえ

た措置 

(4)  病院関係 

その施設に出入りしている患者、観客、

顧客、宿泊者その他不特定かつ多数の者

(以下「顧客等」という)に対し、当該東海

地震に関する情報等を伝達する方法を定

める。 

顧客等の退避の誘導方法及び退避誘導

実施責任者又は安全確保のための措置に

ついて定める。なお、当該施設が避難対象

地区にあるときは、退避後の顧客等に対す

る避難誘導の方法等を定める。 

営業を継続する場合の理由(施設の安全

性)を記載する。 

病院においては、患者等の保護等の方法

及び内容について具体的に定める。 

顧客等が極めて多数の場合は、

これらの者が円滑な退避等の行動

がとれるよう、情報の適切な伝達

方法等も定める。 

顧客等が適切な退避等の行動が

とれるよう、避難場所の位置、交

通の規制状況その他必要な情報を

併せて伝達するよう事前に十分検

討する。 

耐震性を有するなど安全性が確

保されている場合は、営業を継続

することができる。（施設個々の

耐震性を十分考慮する。） 

２ 石油類、火薬類、高圧ガス、

毒物・劇物、核燃料物質等

の製造、貯蔵、処理又は取

扱いを行う施設 

 

(1) 周辺の地域に対し影響

を与える現象の発生防

止 

 

(2) 発災に備えて、準備すべ

き措置 

緊急点検、巡視の実施、充填作業、移し

替え作業等の停止、落下、転倒その他施設

の損壊防止のため特に必要がある応急的

保安措置の実施等に関する事項について

定める。(時間帯に応じ具体的に定める。) 

施設内部における消防等の体制、救急要

員、救急資機材の確保等救急体制について

定める。 

この場合定めるべき内容は、当

該施設の内外の状況を十分に勘案

し、社会的、技術的に実効性のあ

るものとし、また、実際に動員で

きる要員体制を踏まえるととも

に、作業員の安全を考慮した実行

性のあるものとする。 

必要がある場合には、施設周辺

地域の居住者等に対して適切な避

難等の行動をとる上で必要な情報

を併せて伝達するよう事前に十分

検討する。 
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３ 地方鉄道事業その他一般

旅客運送に関する事業関

係 

(1)  東海地震に関する情報

等の旅客等への伝達 

(2)  運行等に関する措置 

(3)  運行の停止等の結果生

ずる滞留旅客等に対す

る措置 

旅客等に対し、東海地震に関する情報等

を伝達する方法について定める。(この場

合、発着場等の施設のみならず運行中の列

車、バス等に対する伝達方法についても具

体的に明示する。) 

１ 警戒宣言発令時の運行規制等の内容

及び不要不急の旅行等の自粛要請の措

置。 

２ 警戒宣言発令時までの運行継続の内

容。 

３ 鉄道事業、軌道事業については、強化

地域内へ進入する予定の列車に対して

は進入を禁止するとともに、強化地域内

を運行中の列車に対しては最寄りの安

全な駅、その他の場所まで安全な速度で

運転して停車、待機すること等の措置。 

ただし、震度６弱未満の地域における対

応については、安全に運行可能か判断し

た上でその対応を定める。 

４ 索道事業については、運送中の旅客を

停留場まで運送後、運転を停止する。 

５ 一般乗合旅客自動車運送事業につい

ては、走行路線中に地震の発生により危

険度が高いと予想される区間がある場

合、交通規制が実施される区間がある場

合等における運行の停止、その他運行上

の措置を定める。 

規制等の結果生ずる滞留旅客等に対 

しては、とりあえず講ずべき安全及び保 

護のための措置等を定める。 

旅客等が極めて多数の場合は、

これらの者が円滑な退避等の行動

をとれるよう情報の適切な伝達方

法について講ずる。 

旅客等が適切な退避等の行動を

とれるよう避難又は交通規制状況

その他必要な情報を併せて伝達す

るよう事前に十分検討する。 

警戒宣言発令前の段階から、あ

らかじめ情報提供する。 

警戒宣言発令されるまでは、需

要に応えるため極力運行を継続す

る。 

４  学校 幼稚園、小・中学校等保護を必要とする

幼児、児童、生徒等がいる学校にあっては、

これらの者に対する保護の方法を定める。 

学校が避難対象地区にあるときは、避難場

所、避難経路、避難誘導方法、避難誘導実

施責任者等を定める。 

幼児、児童、生徒等の保護者の

意見を聞いた上、実態に即した保

護の方法を定める。 



 

 - 264 - 

第４章 東海地震に関する事前対策 

第１節 総 則 

５ 社会福祉施設 

 

 

 

 

 

 

入所者等の保護及び保護者への引継ぎ

の方法については、施設の種類や性格及び

個々の施設の耐震性を十分考慮して具体

的にその内容を定める。 

社会福祉施設が避難対象地区にあると

きは、避難場所、避難経路、避難誘導方法、

避難誘導実施責任者等を定める。 

施設の種類や性格及び個々の施

設の耐震性について検討する。(情

報の伝達や避難等に当たって特に

配慮を必要とする者が入所又は利

用している場合が多い。) 

６ 放送事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

東海地震に関する情報等の正確かつ迅

速な報道に努める。 

東海地震に関する情報等の発表及び発

災に備えて、事前に関係機関等と密接な連

携をとり、実態に即応した体制の整備を図

る。 

発災後も円滑な放送を継続し各種の情

報を報道できるようあらかじめ必要な要

員の配置、施設等の緊急点検その他の被災

防止措置の具体的内容を定める。 

報道に際しては、東海地震に関

する情報等と併せて強化地域内の

居住者等が防災行動をとるために

必要な情報の提供に努める。 

強化地域外の居住者等に対して

も、冷静かつ適切な対応を促すた

めの情報提供に努める。 

 

 

 

７ 水道、電気及びガス事業 

(1)  水道事業者等 

(2)  電気事業 

(3)  ガス事業 

警戒宣言発令時において飲料水の供給

を確保継続すること及び居住者等が自ら

緊急貯水を実施するよう留意する。 

発災後に備えて、応急給水のための貯水

及び人員、資機材等の事前配備、応急復旧

体制の整備、他の地方公共団体からの応援

給水等を内容とする計画を定める。 

必要な電力を供給する体制を確保する。 

発災後に備えて応急復旧に必要な資機

材、要員の確保、他の電力の緊急融通等を

内容とする計画を定める。 

ガス設備について、安全確保のための所

要の事項を定める。 

１ 発災後に緊急に供給を停止する等の

措置を講ずる必要がある場合は、これを

実施すべきこと及び実施体制を定める。 

２ 発災時における需要者側のガス栓の

閉止等の必要な措置についての広報の

実施体制を定める。 

３ 発災後に備えて応急復旧に必要な資

機材、要員の確保等の内容とする計画を

定める。 

水道施設の損壊による給水不能

の事態の発生に備えて、警戒宣言

が発令された場合において各所に

おける応急給水が必要である。 

警戒宣言が発令された場合にお

いても地震防災応急対策活動の基

盤となるもので、その供給の継続

を確保することが不可欠である。 

警戒宣言が発令された場合にお

いても、その供給の継続を確保す

る。 
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８ その他の施設 

(1)  道路 

(2)  工場等の勤務人員 

が千人以上のもの 

警戒宣言発令時において講ずる道路管

理上の措置を定める。 

警戒宣言発令時の緊急点検及び巡視の

実施必要箇所並びに実施体制。 

当該工場等に勤務し又は出入する者(以

下「職員等」という。)に対する東海地震

に関する情報等の伝達方法及び職員等の

退避等の安全確保のための措置を定める。 

警戒宣言発令前の段階から、警

戒宣言発令時の交通規制等の情報

についてあらかじめ情報提供する

とともに、不要不急の旅行等を控

えるよう要請を行う。 

<発災による道路の危険度> 

橋梁、トンネル及び法面の内、

危険度が特に高いと予想されるも

の。 

地震発生の危険にかんがみ作業

員の安全に配慮する。 

当該工場等に置かれている位

置、周囲の状況、退避ルート等を

勘案して防災要員を除く作業員等

の工場等からの退避、帰宅等の行

動計画を定める。 

第２節   

大規模な地震に係る防災訓練

に関する事項 

各計画主体は強化地域に係る大規模な

地震を想定し、警戒宣言発令前の準備体

制、警戒宣言発令に伴う地震防災応急対策

及び発災後の災害応急対策等に係る防災

訓練を年１回以上実施し、その実施内容、

方法等を定める。 

地震防災応急対策及び発災後の災害応

急対策等に係る防災訓練を年１回以上実

施し、その実施内容、方法等を定める。 

他の計画主体等と共同して訓練

を行う。 

居住者等の協力及び参加を得

る。 

努めて関係地方公共団体等防災

関係機関の実施する防災訓練に参

加する。 

第３節 

地震防災上必要な教育及び広

報に関する事項 

各計画主体は、その職員等に対して、そ

の果たすべき役割等に相応した地震防災

上の教育を実施するものとし、その実施内

容、方法等を定める。 

顧客、収容者等に対する教育・広報の実

施方法及びその内容を定める。 

<教育内容> 

ア  警戒宣言の性格及びこれに基

づきとられる措置の内容 

イ  東海地震の予知に関する知識 

ウ  東海地震予知情報等の内容 

エ  予想される地震に関する知識 

オ  東海地震予知情報等が出され

た場合及び地震が発生した場合に

具体的にとるべき行動に関する知

識 

力  職員等が果たすべき役割 



 

 - 266 - 

第４章 東海地震に関する事前対策 
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  キ  地震防災対策として現在講じ

られる対策に関する知識 

ク  今後地震対策としてとりくむ

必要のある課題 

<教育内容> 

ア  警戒宣言の性格及びこれに基

づきとられる措置の内容 

イ  東海地震の予知に関する知識 

ウ  東海地震予知情報等の内容 

エ  予想される地震に関する知識 

オ  東海地震予知情報等が出され

た場合及び地震が発生した場合に

出火防止、自動車運行の自粛等防

災上とるべき行動に関する知識 

カ  正確な情報入手の方法 

キ  防災関係機関が講ずる地震防

災応急対策等の内容 

ク  各地域における崖地崩壊危険

地域等に関する知識 

ケ  各地域における避難場所及び

避難路に関する知識 
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第２節 活動体制 

第２節 活動体制 

体 制 等 東海地震の情報 地震（震度） 気象、水位要件 

準 備 体 制 
東海地震に関連す

る調査情報（臨時） 

市内で震度３の地

震発生を発表した

とき 

①次の注意報のうち、いずれかが岐阜市に発

表されたとき・大雨注意報・洪水注意報 

②境川の馬橋観測所の水位が、9.80mに達した

とき 

③長良川・境川以外の河川が、水防団待機水

位に達したとき 

警
戒
体
制
（
災
害
警
戒
本
部
設
置
） 

第一警戒体制 

  

 

 

 

①次の警報のうち、いずれかが岐阜市に発表

されたとき 

・大雨警報・洪水警報・暴風警報 

②境川の馬橋観測所の水位が9.80mを超え、水

防団待機水位まで上昇するおそれがあると

き 

③長良川が、水防団待機水位に達したとき 

④長良川・境川以外の河川が、氾濫注意水位

を超え、更に上昇するおそれがあるとき 

⑤岐阜市及び岐阜市周辺で、局地的集中豪雨

が発生し、又は発生するおそれがあるとき 

第二警戒体制 東海地震注意情報 

市内で震度４の地

震発生を発表した

とき 

①長良川・境川が、氾濫注意水位を超え、更

に上昇するおそれがあるとき 

②長良川・境川以外の河川が、避難判断水位

を超え、更に上昇するおそれがあるとき 

③岐阜市に大雨警報（土砂災害）が発表され、

かつ、土砂災害の危険度分布（土砂キキク

ル）が「警戒（赤）」となり、土砂災害警

戒情報に関するメッシュ情報（土砂災害危

険度判定）において土砂災害警戒情報の基

準に達するおそれがあるとき 

④大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、

夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）に

切り替える可能性が言及されているとき 

⑤県内の他自治体に、特別警報が発表された

とき 
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第２節 活動体制 

非
常
体
制
（
災
害
対
策
本
部
設
置
） 

第一非常体制 

  

 

 

 

 

①長良川が、避難判断水位（長良橋観測所は出

動水位）に達したとき 

②長良川以外の河川が、氾濫危険水位を超え、

更に上昇するおそれがあるとき 

③岐阜市に土砂災害警戒情報が発表されたと

き 

④岐阜市に大雨警報、洪水警報、暴風警報の

全てが発表されたとき 

⑤岐阜市に特別警報が発表されたとき又は岐

阜市において特別警報に準ずる気象現象が

発生したとき 

⑥その他局所的な災害で、大規模な被害が発

生し、又は発生するおそれがあるとき 

第二非常体制 東海地震予知情報 

市内で震度５弱以

上の地震発生を発

表したとき 

①災害により、市内の広域に被害が発生する

おそれがあるとき 

 

※ 市長は、必要に応じ、上記体制をとるよう命じる。 

 

【市本部の体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１項 準備体制 

 市は、東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表されたとき準備体制をとり、情報収集、

各関係機関、市民への情報伝達を行う。 

 

１ 準備体制                          

基 準 体制をとる部（課） 分担任務 

東海地震に関連する調査情

報（臨時）が発表されたと

き 

危機管理部(1名以上) ①情報収集、伝達 

消防本部(当務員) ①情報収集、伝達 

準備体制 

市
本
部
の
体
制 

警戒体制 

非常体制 
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第２節 活動体制 

第２項 警戒体制（災害警戒本部設置） 

市は、東海地震注意情報が発表されたとき災害警戒本部を設置し、本計画に定める災害

予防、災害応急対策等を実施することにより、被害の未然防止及び軽減を図る。 

 

１ 警戒体制（各部の参集人員は、各部の災害応急対策マニュアルにより定める。） 

基 準 体制をとる部（課） 分担任務 

東海地震注意情報が 

発表されたとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理部 

(5名以上 次長、対策審議監又は

課長含む) 

①情報収集、伝達 

・自主防災隊長に連絡 

・防災行政無線放送 

・各メール配信 

・本部連絡員等への情報伝達 

②非常体制への移行の検討、準備 

消防本部 

①消防庁舎の地震対策の確認 

②火災予防広報 

③機械器具の点検 

④消防車積載器具の増強、燃料確認等 

⑤情報収集、伝達 

基盤整備部 

①管理施設の地震対策の確認 

②急傾斜地等地域の広報 

③情報収集、伝達 

まちづくり推進部 

①管理施設の地震対策の確認 

②広報 

③情報収集、伝達 

都市建設部 

①管理施設の地震対策の確認 

②広報 

③情報収集、伝達 

経済部 

①管理施設の地震対策の確認 

②基盤整備部が行う広報の応援 

③情報収集、伝達 

行政部 

①管理施設の地震対策の確認 

②集中管理車に関すること 

③災害対策本部事務室の開設準備 

福祉部 
①管理施設の地震対策の確認 

②情報収集、伝達 

教育部 

①管理施設の地震対策の確認 

②学校施設等への情報提供 

③情報収集、伝達 

ぎふ魅力づくり推進部 
①管理施設の地震対策の確認 

②情報収集、伝達 
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第２節 活動体制 

東海地震注意情報が 

発表されたとき 

 

 

 

 

上下水道事業部 
①上下水道処理施設の地震対策の確認 

②情報収集、伝達 

市民協働生活部 

①管理施設の地震対策の確認 

②防災資機材の貸出し準備 

③情報収集、伝達 

市長公室部 
①マスコミへの情報提供 

②ホームページ等への災害情報の掲載 

《災害警戒本部室の組織》 

警戒本部室は、庁舎16-１会議室に設置する。 

・警戒本部長（危機管理部の課長） 

・警戒副本部長(基盤整備部の団長） 

・警戒本部員 

・危機管理部,基盤整備部,まちづくり推進部, 

都市建設部,経済部(各1名) 

《災害警戒本部室の任務》 

①情報収集及び情報伝達 

 

 

２ 警戒体制の強化（更に現象が進展した場合） 

市は、東海地震注意情報が発表され、更に現象が進展した場合には、警戒体制を強化し、

本計画に定める災害予防、災害応急対策等を実施することにより、被害の未然防止及び軽

減を図る。なお、分担任務については、下記に定めるほか各部の災害応急マニュアルによ

り定める。（非常体制時に移行することを考慮し、非常体制時の分担任務において緊急性

の高いものについては、実施すること。） 

 警戒体制の強化（各部の参集人員は、各部の災害応急対策マニュアルにより定める。） 

基 準 体制をとる部 分担任務 

東海地震注意情報が 

発表されたとき 

（更に現象が進展した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理部(全員) 

① 情報収集、伝達 

・自主防災隊長に連絡 

・防災行政無線放送 

・各メール配信 

・本部連絡員等への情報伝達 

② 非常体制への移行の検討、準備 

消防本部 

① 消防庁舎の地震対策の確認 

② 火災予防広報 

③ 機械器具の点検 

④ 消防車積載器具の増強、燃料確認等 

⑤ 情報収集、伝達 

基盤整備部 

① 急傾斜地等地域のパトロール、広報 

② 管理施設の地震対策の確認 

③ 情報収集、伝達 

まちづくり推進部 

① 管理施設の地震対策の確認 

② 広報 

③ 情報収集、伝達 
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東海地震注意情報が 

発表されたとき 

（更に現象が進展した場合） 

 

都市建設部 

① 管理施設の地震対策の確認 

② 広報 

③ 情報収集、伝達 

経済部 

① 管理施設の地震対策の確認 

② 基盤整備部が行う広報の応援 

③ 情報収集、伝達 

行政部 

① 集中管理車に関すること 

② 管理施設の地震対策の確認 

③ 災害対策本部事務室の開設準備 

福祉部 

① 管理施設の地震対策の確認 

② 園児の帰宅に関する検討 

③ 情報収集、伝達 

教育部 

① 管理施設の地震対策の確認 

② 学校施設等への情報提供 

③ 園児、生徒の帰宅に関する検討 

④ 情報収集、伝達 

ぎふ魅力づくり推進部 
① 管理施設の地震対策の確認 

② 情報収集、伝達 

上下水道事業部 
① 上下水道施設の地震対策の確認 

② 情報収集、伝達 

市民協働生活部 

① 管理施設の地震対策の確認 

② 防災資機材の貸出し準備 

③ 情報収集、伝達 

市長公室部 
① マスコミへの情報提供 

② ホームページ等への災害情報の掲載 

企画部 
① 情報収集、伝達 

② 災害対策本部事務室の開設準備 

財政部 
① 情報収集、伝達 

② 災害対策本部の開設準備 

工事検査室部 ① 情報収集、伝達 

子ども未来部 
① 管理施設の地震対策の確認 

② 情報収集、伝達 

保健衛生部 

① 管理施設の地震対策の確認 

② 医師会、医療機関への情報提供 

③ 情報収集、伝達 
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第２節 活動体制 

東海地震注意情報が 

発表されたとき 

（更に現象が進展した場合） 

 

市民病院部 
① 管理施設の地震対策の確認 

② 情報収集、伝達 

環境部 
① 管理施設の地震対策の確認 

② 情報収集、伝達 

女子短期大学部 

① 管理施設の地震対策の確認 

② 学生の帰宅に関する検討 

③ 情報収集、伝達 

議会事務局部 
① 議員への連絡 

② 情報収集、伝達 

《災害警戒本部室の組織》 

警戒本部室は、16階南東会議スペースに設置する。 

・警戒本部長（危機管理部の課長） 

・警戒副本部長(基盤整備部の団長） 

・警戒本部員 

危機管理部,基盤整備部,まちづくり推進部, 

都市建設部,経済部,教育部,福祉部,市民協働生活部(各1名) 

《災害警戒本部室の任務》 

① 情報収集及び情報伝達 

 

 

 

第３項 非常体制（災害対策本部設置） 

 市は、東海地震予知情報が発表されたとき災害対策本部を設置し、本計画に定める災害予

防及び災害応急対策を実施することにより、被害未然防止及び軽減を図る。 

 

１ 非常体制 

基 準 体制をとる部 

東海地震予知情報が発表されたとき 全ての部（全職員） 

(1) 市長は、必要に応じ、体制をとる部（本部事務室員含む。）を減ずる等変更を行う。

なお、この場合において、危機管理部長は、市長に意見を具申することができる。 

(2) 市長は、必要に応じ、本部事務室の構成員である防災関係機関の職員を減ずる。なお、

この場合において、危機管理部長は、市長に意見を具申することができる。 

 

第４項 災害対策本部の設置・解散等 

１ 設置に関する意見具申 

  東海地震予知情報が発表された場合、災害対策本部を設置する。なお、危機管理部長は、

東海地震注意情報が発表された場合の状況に応じ、災害対策本部の設置について副市長に

報告後、市長に意見を具申する。 

 

２ 設置場所 

  災害対策の中枢機能を担う災害対策本部室（常設）及び災害対策本部事務室を６階に設

置する。ただし、東海地震の情報内容によっては、消防本部６階会議室に設置する。 
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第２節 活動体制 

３ 解散 

  災害対策本部は、概ね次の基準により市長が解散する。 

 (1) 当該災害にかかる災害予防及び応急対策が概ね終了したとき。 

 (2) 地震災害にかかる危険がなくなったと認めるとき。 
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第２節 活動体制 

オンライン参加 

・保健衛生部 ・市民病院部 

・上下水道事業部  

・女子短期大学部 

※不測時はこの限りではない 

 

第５項 災害対策本部等の組織及び分担任務 

１ 災害対策本部の組織編制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

災害対策本部 

副本部長（副市長） 

本部長（市長） 
本部長（市長） 

各    部 

地域災害対策本部（地域派遣職員） 

地域災害対策本部長（自主防災隊（団）長） 

（活動組織） 

地域自主防災隊（団）・消防団等 

女性の会連絡協議会奉仕団・岐阜市赤十字奉仕団（参照 関係機関の連絡先（巻末資料） 

 

本部員（各部室長） 

地域派遣職員 

 

事務室長 防災対策審議監 

副事務室長 危機管理部次長 

報道対応責任者  広報・シティプロモーション戦略審議監 

総務班（本部員会議グループ・広報グループ・指令グループ 

情報提供グループ） 

情報分析班（水位・降水予報グループ・水防団グループ・ 

    土砂災害予報グループ） 

連絡班（地域対応グループ・要支援者グループ） 

受援班（物資グループ・人材グループ） 

管財班（機械グループ・配車グループ・管財グループ・ 

    情報ネットワークグループ） 

情報班（調整グループ・分別グループ・収集グループ） 

防災関係機関（自衛隊・警察・社会福祉協議会 

電力・通信・物流等関係機関） 

本部員会議 

本部員会議グループ 

現地災害対策本部 

本部長（副市長） 

副本部長（都市建設部長 

 まちづくり推進部長） 

本部員 （関係部） 

本部員（各部室長） 

小学校等 

医療救護本部（保健所） 

本部長（保健所長） 

副本部長（市医師会長） 

歯科医師会長、薬剤師会 

会長、医療機関の代表、 

保健衛生部担当班 

避難所 

（地域派遣職員） 

本部長（市長） 

副本部長（副市長） 

地区公民館 

災害対策本部室 

災害対策本部室 

災害対策本部事務室（6-2、6-3 会議室） 
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２ 災害対策本部室及び災害対策本部事務室の配置図 

（１）災害対策本部室配置図 
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市長
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■ＰＨＳ

オンラインによる本部員会議参加

【第一非常体制時】　保健衛生部長　上下水道事業部長

【第二非常体制時】　市民病院事務局長　女子短期大学事務局長

※オンラインシステムに不測の事態が生じオンラインで参加できない場合は、災害対策本部室に参集することとする。

出
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口
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（２）災害対策本部事務室配置図 
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３ 市本部長等及び本部員会議 

 (1) 市本部長・市副本部長 

ア 市本部長には市長を、市副本部長には副市長を充てる。 

イ 市本部長不在又は事故ある場合の指揮命令系統の確立のため、命令権者の順位を次の

とおり定める。 

   第一順位 副市長  第二順位 危機管理部長  第三順位 理事の職にある者 

 (2) 本部員・副本部員 

 ア 本部員は部長を、副本部員は政策（主管）課長を持って充てる。 

 イ 副本部員は、危機管理部等から連絡を受けた災害情報等を部内に伝達する。 

 (3) 本部員会議 

   市本部長が必要と求めたときは「本部員会議」を開催し、概ね次の事項を協議する。 

 ア 市本部の体制及び職員の動員（各部班の応援含む。）に関すること。 

 イ 被害拡大防止対策に関すること。 

 ウ その他災害対策に関する総合的な調整に関すること。 

 

４ 本部事務室各担当及び分担任務等 

(1)  本部事務室の各担当及び分担任務 

組織名 担 当 ① 分担任務 

事務室長 防災対策審議監 

① 災害の推移により、本部員会議の開催について本

部長に意見を具申すること 

② 本部事務室の調整に関すること 

報道対応責任者 
広報・シティプロモー

ション戦略審議監 
① 報道発表に関すること 

副事務室長 危機管理部課長 ① 事務室長を補佐すること 

総

務

班 

本部員会議グループ 

(7 名) 

危機管理班（4名） 

総合政策班(1名) 

未来創造研究班（1名） 

政策調整班（1名） 

① 本部員会議の開催に関すること（事務局） 

② 災害の現況及び対応状況を把握し、事務室長に報

告すること 

③ 職員参集状況の確認 

情報提供グループ 

（5 名） 

危機管理班(2名) 

広報広聴班(1名) 

消防本部班(2名) 

① 岐阜市総合防災情報システムにおける被害の情

報区分の点検等に関すること 

② 市ホームページの災害情報入力 

③ 県被害情報集約システムへの避難情報、被害状況

等への入力、必要情報等の確認 

④ 緊急速報メール配信 

⑤ 同報系防災行政無線（SNSへの配信連動）による

広報及び記録 

広報グループ(2名) 広報広聴班(2名) 
① 市政記者室での定期的なプレス発表に関するこ

と 
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連

絡

班 

地域対応グループ（6名） 

危機管理班(2名) 

地域安全推進班(1名) 

政策調整班(1名) 

学校指導班（1名） 

市民活動交流センター班 

（1名） 

① 避難所開設の連絡、調整に関すること 

② 地域派遣職員等への連絡に関すること 

③ 岐阜市総合防災情報システムに避難所開設等に

係る入力 

④ 自主防災組織に関すること 

要支援者グループ(2名) 
福祉政策班(1名) 

危機管理班 (1名) 
① 福祉避難所の開設、受入れ等の調整に関すること 

 

受

援

班 

人材グループ(2名) 
危機管理班(1名) 

人事班(1名) 

① 国（自衛隊）、県（警察・県支部）、防災関係機

関及び応援協定締結市との連絡調整に関するこ

と 

② 応援職員の受入れ等の調整に関すること 

物資グループ(2名) 
危機管理班(1名) 

商工班（1名） 

① 物資調整・輸送調整等支援システムへの避難所、

物資に係る入力 

② 応援物資の受入れ等の調整に関すること 

情

報

分

析

班 

水位・降水予報グループ 

(2名) 

水防対策班(1名) 

土木管理・調査班(1名) 

① 河川、道路、急傾斜地等の情報の収集に関するこ

と 

水防団グループ(1名) 水防対策班(1名) 
① 水防団の招集、運用に関すること 

② 水防団派遣職員からの情報収集に関すること 

管

財

班 

管財グループ(2名) 管財班(2名) 
① 車両の確保に関すること 

② 車両用燃料の確保に関すること 

機械設備グループ(2名) 管財班(2名) 
① 本部事務室における電話等の設置に関すること 

② 庁舎用発電機の運用、維持管理に関すること 

配車グループ(1名) 管財班(1名) ① 配車に関すること 

情報ネットワーク 

グループ(1名) 
デジタル戦略班(1名) 

① 本部事務室における情報ネットワークの確保に

関すること 

情 

報

班 

本部調整グループ 

(3名) 

行政部、消防本部の本

部連絡員(各1名) 危

機管理班(1名) 

① 本部事務室における役割の調整に関すること 

部内調整グループ 

(19名) 

各副本部員 ① 各部の各班に災害応急対策活動を指示すること 

企画部・行政部・ぎふ魅力づくり推進部・経済部・福祉部・保健衛生部・ 

環境部・まちづくり推進部・都市建設部・基盤整備部・消防本部・教育部・ 

上下水道事業部・市民協働生活部・財政部・工事検査室部・子ども未来部・ 

市民病院部・議会事務局部 
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収集グループ 

(21名) 

各本部連絡員 
③ 電話により災害情報、現場情報等を聴取すること 

② 市民からの安否情報の問合せ等に対応すること 

市長公室・企画部・ぎふ魅力づくり推進部・基盤整備部・経済部・福祉部・ 

保健衛生部・環境部・まちづくり推進部・都市建設部・上下水道事業部・ 

教育部・市民協働生活部・財政部・工事検査室部・市民病院部・ 

子ども未来部・女子短期大学部・議会事務局部・危機管理部(2名) 

 

(2) 本部連絡員 

 ア 各部に１名、本部連絡員を置く。 

 イ 本部連絡員は、災害対策本部設置時には本部事務室を設置し、本部事務室情報班収集

グループ員として活動する。 

(3) 部内連絡員 

 ア 各部に１名以上、部内連絡員を置く。 

 イ 部内連絡員は、災害対策本部設置時には所属の副本部員（政策（主管）課長）からの

指示を班長に伝達する。 

(4) 災害対策本部事務室設置要員 

東海地震予知情報が発表されたときの本部事務室の設置は、本部事務室各班員及び本

庁舎付近に居住する職員（各部１名派遣）により行う。 

 

５ 地域災害対策本部 

 (1) 自主防災隊長は、次により地区公民館等に地域災害対策本部を設置する。 

ア 東海地震の情報により、災害応急対策を実施する必要があると認めたとき。 

 イ 市本部から、地域災害対策本部の設置要請があったとき。 

参照：地域災害対策本部の設置場所 第３章地震災害応急対策第１節別表１ 

 (2) 地域災害対策本部の組織 

   地域災害対策本部の組織は、各地域で策定する地域防災コミュニティ計画等による。 
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６ 地域派遣職員 

市本部長（市本部が設置されていない場合は、危機管理部長。以下この項目において「市

本部長等」という。）は、自主防災組織の災害応急対策活動の支援を行うため、次により

職員を派遣する。 

なお、地域派遣職員は原則年度当初に各地域６～９名を選任するとともに、各地域の派

遣職員の中から当該地域の責任者を指定するものとする。 

派遣基準 派遣先 分担任務 

①地域災害対策本部が

設置されたとき 

②避難所が地区公民館

に開設されたとき 

③その他本部長等が必

要と認めたとき 

①地域災害対策本部 

②その他本部長等が

指示した場所 

 

①災害状況を把握し、自主防災隊(団)長と災害応急対策

活動の調整を図ること 

②市本部及び現地本部への連絡に関すること 

③被害情報及び避難情報を収集し総合防災情報システ

ムに入力すること 

④防災関係機関等と災害応急対策に関し協議を行うこ

と 

⑤避難所運営マニュアル、避難所運営マニュアル（感染

症対策編）に基づく活動に関すること 

⑥要配慮者の避難所での生活状況の把握に関すること 

⑦市本部に要配慮者の福祉避難所への移動要請を行う

こと 

⑧物資の要請に関すること 

⑨地域の活動を記録すること 

⑩地域防災訓練の参加に関すること 

責任者は地域派遣職員及び避難所派遣職員の業務が円

滑に行われるよう監督、指導及び助言を行う 
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７ 災害対策本部の各部、各班 

部 班 分 担 任 務 

市 長 公 室 部 
秘 書 班 

広 報 広 聴 班 

１ 本部長の秘書に関すること 

２ 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 

３ 広報に関すること 

企 画 部 

総 合 政 策 班 

未来創造研究班 

政 策 調 整 班 

統 計 分 析 班 

岐阜薬科大学キャンパス整備推進班  

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 

３ 避難所の情報収集及び避難所派遣の応援に関すること 

４ 災害対策本部事務室の開設準備に関すること 

５ 他班の応援に関すること  

財 政 部 

財 政 班 

行財政改革班 

税 制 班 

市 民 税 班 

資 産 税 班 

納 税 班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 災害予算等市財政に関すること 

３ 災害対策本部事務室の開設準備に関すること 

４ 他班の応援に関すること 

行 政 部 

行 政 班 

内部統制推進班 

人 事 班 

職 員 厚 生 班 

デジタル戦略班 

競 輪 事 業 班 

管 財 班 

契 約 班 

会 計 班 

選管事務局班 

監 査 班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 

３ 災害対策本部の食料の確保の確認に関すること 

４ 災害時の情報システムの管理に関すること 

５ 市の情報ネットワークの確保に関すること 

６ 競輪施設の地震対策の確認に関すること 

７ 市有財産(各課所管の施設を除く)の地震対策の確認に関する

こと 

８ 庁舎の帰宅困難者対策に関すること 

９ 非常用電話の設置に関すること 

10 集中管理車の管理に関すること 

11 避難所の情報収集及び避難所派遣の応援に関すること 

工事検査室部 工事検査室班 

１ 部の共通任務に関すること 

２ 避難所の情報収集及び避難所派遣の応援に関すること 

３ 他班の応援に関すること 

ぎふ魅力づくり 

推進部 

ぎふ魅力づくり推進政策班 

観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ班 

文 化 芸 術 班 

国 際 班 

市民スポーツ班 

文化財保護班 

鵜飼観覧船事務所班 

歴史博物館班 

ぎふメディアコスモス事業班 

図 書 館 班 

科 学 館 班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 他都市からの災害救助用食料、物資の受入れに関すること 

３ 共同給食施設における地震対応の確認に関すること 

４ 国際会議場、岐阜城等所管する観光交流施設の地震対策の確

認に関すること 

５ 文化センター、市民会館の地震対策の確認に関すること 

６ 文化センター、市民会館に避難所を開設及び運営に関するこ  

と 
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ぎふ魅力づくり 

推進部 

ぎふ魅力づくり推進政策班 

観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ班 

文 化 芸 術 班 

国 際 班 

市民スポーツ班 

文化財保護班 

鵜飼観覧船事務所班 

歴史博物館班 

ぎふメディアコスモス事業班 

図 書 館 班 

科 学 館 班 

７ 在留外国人（観光客含む）対策の確認に関すること 

８ 体育施設の地震対策の確認に関すること 

９ 市有体育館の地震対策の確認に関すること 

10 市有体育館に避難所を開設すること 

11 舟艇の確保(借り上げ)、船員の手配の確認に関すること 

12 レンタルサイクルポートの地震対策の確認に関すること 

13 歴史博物館の災害対策に関すること 

14 歴史博物館に避難所を開設及び運営管理に関すること 

15 メディアコスモスの地震対策の確認に関すること 

16 図書館施設の地震対策の確認に関すること 

17 科学館の地震対策に関すること 

経 済 部 

経 済 政 策 班 

商 工 班 

中心市街地みらい戦略班  

企業立地推進班 

労 働 雇 用 班 

農 林 班 

畜  産  班 

農 地 整 備 班 

中央卸売市場班 

食肉地方卸売市場班 

農業委員会事務局班 

１ 部の共通任務に関すること 

２ 災害救助用食料、物資の確保及び配分計画の確認に関するこ  

と 

３ 共同給食施設における地震対応の確認に関すること 

４ 災害対策用物資の確保及び運搬の確認に関すること 

５ 電気、ガス等の連絡調整に関すること 

６ 岐阜市勤労会館等所管避難所施設の地震対策の確認に関する

こと 

７ 災害救助用食糧の確保及び運搬の確認に関すること 

８ 急傾斜地及び道路のﾊﾟﾄﾛｰﾙなど土木管理班の応援に関するこ

と 

９ 農地及び農業用施設の地震対策の確認に関すること 

10 河川パトロールなど河川班の応援に関すること 

11 治山施設及び林道のパトロールに関すること 

12 家畜の避難対策の確認に関すること 

13 畜産班管理施設及び家畜の地震対策の確認に関すること 

14 市場内の情報伝達、調整に関すること 

15 市場施設の地震対策の確認に関すること 

16 食肉地方卸売市場施設の地震対策の確認に関すること 

17 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 

市民協働生活部 

市民協働生活政策班 

男女共生・生涯学習推進班 

市民活動交流センター班 

市民相談・消費生活班 

人権啓発センター班 

市 民 班 

西部事務所班 

東部事務所班 

北部事務所班 

南部東事務所班 

南部西事務所班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ ボランティア部会の設置の確認に関すること 

３ 市社会福祉協議会との連絡調整に関すること 

４ コミュニティセンター、ハートフルスクエアーＧの地震対策の確認に関すること  

５ コミュニティセンター、ハートフルスクエアーＧに避難所の開設を指示すること  

６ 公民館の地震対策の確認に関すること 

７ 避難所の開設を公民館に指示すること 

  黒野共栄館、早田教育集会所の地震対策の確認に関すること 

８ 黒野共栄館、早田教育集会所に避難所を開設及び運営管理に関すること  

９ 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 
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日光事務所班 

柳津地域事務所班 

国保・年金班 

斎 苑 班 

10 災害備蓄品(小学校・コミセン)の運搬の確認に関すること 

11 事務所班関係任務の確認、調整に関すること 

12 地震情報の事務所班への連絡に関すること 

13 事務所施設の地震対策の確認に関すること 

14 避難所の情報収集及び避難所派遣の応援に関すること 

15 斎苑・市営墓地の地震対策の確認に関すること 

16 予知情報発表時の火葬に関すること 

福 祉 部 

福 祉 政 策 班 

指 導 監 査 班 

介 護 保 険 班 

生活福祉一班 

生活福祉二班 

生活福祉三班 

障がい福祉班 

恵 光 学 園 班 

高 齢 福 祉 班 

福 祉 医 療 班 

柳 津 分 室 班 

１ 部の共通任務に関すること 

２ 福祉（二次）避難所の受入れの確認に関すること 

３ 炊出し及び食品の給与の確認に関すること 

４ ワークサポートみやこ、ワークサポートあおやぎ、ワークサ

ポートやないづ、ワークサポートあすなろ、みやこ障害者セ

ンター、みやこ園、白杖園、障害者生活支援センター、ポッ

ポの家施設の地震対策の確認に関すること 

５ 恵光学園の地震対策の確認に関すること 

６ 第二恵光の地震対策の確認に関すること 

７ 第三恵光の地震対策の確認に関すること 

８ ワークス恵光の地震対策の確認に関すること 

９ ケアホーム恵光の地震対策の確認に関すること 

10 和楽園、友楽園、西部福祉会館、天満ホーム、三田洞神仏温

泉、みやこ老人センター、三楽園、柳津高齢者福祉センター、

施設の地震対策の確認に関すること 

11 その他社会福祉施設の地震対策の確認に関すること 

12 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 

子ども未来部 

子ども政策班 

子ども・若者総合支援センター班 

子ども支援班 

子ども保育班 

１ 部の共通任務に関すること 

２ 災害時の子どもの支援の確認に関すること 

３ 子ども・若者総合支援センター、岐阜北幼児支援教室 、加納

幼児支援教室の地震対策の確認に関すること 

４ 子ども・若者総合支援センターに避難所を開設及び管理運営

に関すること 

５ 梅林児童館、黒野児童館、東児童センター、加納児童センタ

ー、西児童センター、日光児童センター、本郷児童センター、

長良児童センター、長森児童センター、岩野田児童センター、

サンフレンドみわ・児童センター、サンフレンドうずら・児

童センター、柳津児童館施設の地震対策の確認に関すること 

６ ドリームシアター岐阜施設の地震対策の確認に関すること 

７ ドリームシアター岐阜に避難所を開設及び管理運営に関する

こと 

８ 保育所施設の地震対策の確認に関すること 
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保 健 衛 生 部 

( 保 健 所 ) 

保健衛生政策班 

衛生試験所班 

健康づくり班 

保 健 予 防 班 

地 域 保 健 班 

食 品 衛 生 班 

生 活 衛 生 班 

感 染 症 ・ 医 務 薬 務 班 

食肉衛生検査所班 

中保健センター班 

南保健センター班 

北保健センター班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 薬品・資材の調達の確認に関すること 

３ 医師会等及び関係機関との確認、調整に関すること 

４ 救護所・福祉避難所等への保健師派遣の確認に関すること 

５ 被災者等への栄養・食生活支援に関すること 

６ 家庭動物の保護の確認に関すること 

７ 被災地の防疫活動の確認に関すること 

８ 感染症対策に関すること 

市 民 病 院 部 

医 療 救 護 班 

病 院 政 策 班 

病 院 施 設 班 

医 事 班 

看護専門学校班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 災害救助その他医療、救護の確認に関すること 

３ 病院施設の地震対策の確認に関すること 

４ 関係機関との確認、調整に関すること 

５ 医療薬品等の調達の確認に関すること 

６ 学校施設の地震対策の確認に関すること 

環 境 部 

環 境 政 策 班 

環 境 施 設 班 

産業廃棄物指導班 

環 境 事 業 班 

資源循環班 

脱炭素社会推進班 

環 境 保 全 班 

東部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ班 

掛洞プラント班 

寺田プラント班 

リサイクルセンター班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 一般廃棄物施設の地震対策の確認に関すること 

３ 産業廃棄物処理対策の確認に関すること 

４ 地震災害時のゴミ収集、処理の確認に関すること 

５ 地震災害時のし尿収集、処理の確認に関すること 

６ 災害時のゴミ、リサイクル対策の確認に関すること 

７ 災害対策用物資の運搬の確認に関すること 

８ 化学物質流失等、環境保全対策の確認に関すること 

９ 石綿飛散防止対策に関すること 

10 センター施設の地震対策の確認に関すること 

11 プラント施設の地震対策の確認に関すること 

危 機 管 理 部 

危 機 管 理 班 

地域安全推進班 

水 防 対 策 班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 災害対策全般の連絡調整に関すること 

３ 災害対策本部事務室長、事務室員の業務に関すること 

４ 災害対策本部副事務室長の業務に関すること 

５ 災害対策本部事務室員の業務に関すること 

６ 防災行政無線の管理、統制に関すること 
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消 防 本 部 

消 防 総 務 班 

消 防 班 

救 急 班 

予 防 班 

指 令 班 

中 消 防 署 班 

南 消 防 署 班 

北 消 防 署 班 

瑞穂消防署班 

山県消防署班 

本巣消防署班  

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 関係機関との連絡調整に関すること 

３ 物資の調達輸送に関すること 

４ 消防団への情報伝達及びの招集及び運用に関すること 

５ 情報収集、広報に関すること 

６ 災害救助救出の確認に関すること 

７ 救助救出資機材の確認に関すること 

８ 緊急消防援助隊の受援に関すること 

９ 自衛隊の誘導に関すること 

10 救急業務の確認に関すること 

11 医療機関及び関係機関との確認、調整に関すること 

12 火災予防の確認に関すること 

13 広報に関すること 

14 消防救急通信の運用及び出動指令に関すること 

15 火災警報及び地震情報の伝達に関すること 

16 無線電話機の管理に関すること 

17 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 

18 消防施設（消防車両含む）の地震対策の確認に関すること 

19 広報に関すること 

まちづくり推進部 

まちづくり推進政策班

建 築 指 導 班 

開発・盛土指導班 

公共建築班住宅・空家

対策班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 運搬用、連絡用稼動車両の掌握に関すること 

３ 屋外広告物の地震対策に関すること 

４ 避難情報等に伴う広報に関すること 

５ 市有建築物の応急修理の確認に関すること 

６ 民間建築物及び宅地の応急危険度判定の準備に関すること 

７ 応急仮設住宅の建設、住宅の応急修理の確認に関すること 

８ 市営住宅の地震対策の確認に関すること（情報伝達含む） 

９ 既存市営住宅への特定入居の確認に関すること 

都 市 建 設 部 

 

都市建設政策班 

都 市 計 画 班 

交 通 政 策 班 

市街地再開発班 

鉄道高架推進班 

公 園 整 備 班 

区 画 整 理 班 

歴史まちづくり班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 避難情報等に伴う広報に関すること 

３ 市営駐車場施設の地震対策の確認に関すること 

４ コミュニティバス等の地震対策の確認に関すること 

５ 再開発事業地等の地震対策の確認に関すること 

６ 岐阜駅前広場の地震対策の確認に関すること 

７ 公園施設の地震対策の確認に関すること 

８ 街路樹の地震対策の確認に関すること 

９ 土地区画整理区域内の地震対策の確認に関すること 
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基 盤 整 備 部 

基盤整備政策班 

広域事業推進班 

土 木 管 理 班 

土 木 調 査 班 

道 路 建 設 班 

道 路 維 持 班 

河 川 班 

公 共 用 地 班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 建設業者との地震対策のための確認、調整に関すること 

３ 救助用資材の確保及び器具の収集の確認に関すること 

４ 救助用舟艇の確保の確認に関すること 

５ 急傾斜地等のパトロール及び避難広報に関すること 

６ 交通規制に関する連絡調整に関すること 

７ 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 

８ 道路、橋梁の地震対策の確認に関すること 

９ 道路施設のパトロール及び地震対策の確認に関すること 

10 道路障害物の調査及び撤去に関すること 

11 河川関係、急傾斜地帯等の地震対策の確認に関すること 

12 河川管理施設(排水機、樋門扉、堤防)の情報収集とパトロー

ル及び市内全域(管理者を問わず)の河川パトロールに関する

こと 

13 河川管理施設の運転、操作及び管理人（操作人）との連絡調

整に関すること 

14 市管理の排水機場、ポンプ等の施設管理に関すること 

15 自転車等駐車場施設の地震災害対策の確認に関すること 

上下水道事業部 

上下水道事業政策班 

営 業 班 

上水道事業班 

下水道事業班 

上水道施設班 

下水道施設班 

水 質 管 理 班 

維 持 管 理 班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 応急活動等に必要な資源（人、物、資金、情報等）の確保に

関すること 

３ 災害関係費の出納に関すること 

４ 災害時における応急給水活動体制の確認に関すること 

５ 上水道の水道施設の地震対策の確認に関すること 

６ 下水道施設（下水道管路、処理場、ポンプ場）の地震対策の

確認に関すること 

７ 水源施設の地震対策の確認に関すること 

女子短期大学部 女子短大総務管理班 

１ 学校施設の地震対策の確認に関すること 

２ 学校に避難所を開設及び運営管理に関すること 

３ 学生への情報伝達に関すること 
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教 育 部 

教 育 政 策 班 

教 育 施 設 班 

学 校 指 導 班 

幼 児 教 育 班 

幼 稚 園 班 

小 学 校 班 

中 学 校 班 

特別支援学校班 

商業高等学校班 

学校安全支援班 

学 校 給 食 班 

社会・青少年教育班 

１ 部内の共通任務に関すること 

２ 教育施設の地震対策の確認に関すること 

３ 生徒への情報伝達に関すること 

４ 教育研究所に避難所を開設及び運営管理に関すること 

５ 幼稚園施設の地震対策の確認に関すること 

６ 幼稚園の避難所開設及び運営管理に関すること 

７ 災害時の幼稚園給食の対策の確認に関すること 

８ 幼稚園児の授業実施に関すること 

９ 学校施設の地震対策の確認に関すること 

10 学校の避難所開設及び運営管理に関すること 

11 災害時の授業及び保育実施に関すること 

12 災害時における学校給食の対策の確認に関すること 

13 生徒の災害活動の指導に関すること 

14 地域保健班との連絡調整に関すること 

15 災害活動に協力する女性の会連絡協議会奉仕団との情報伝

達、調整に関すること 

16  青少年会館施設の地震対策の確認に関すること 

17 青少年会館に避難所を開設及び運営管理に関すること 

18 少年自然の家施設の地震対策の確認に関すること 

19 少年自然の家に避難所を開設及び管理運営に関すること 

20 災害対策本部事務室への職員の派遣に関すること 

議会事務局部 
議 会 総 務 班 

議 事 調 査 班 

１ 部の共通任務に関すること 

２ 議員への情報提供に関すること 

３ 議員からの情報収集に関すること 

 

 

第６項 体制の伝達 

１ 伝達手段 

(1)  勤務時間内 

体制等 伝達者 受信者 伝達方法 

準備体制 危機管理部 

（庁内放送は、

管財課に依頼） 

全部（職員） 
庁内放送 

庁内メール 
警戒体制 

非常体制 

 

(2)  勤務時間外 

体制等 伝達者 受信者 伝達方法 

準備体制 守衛室 危機管理部当番員 電話連絡 

警戒体制 消防本部 本部連絡員 電話連絡 
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危機管理部 メール登録者 職員参集メール 

非常体制 

消防本部 本部連絡員 電話連絡 

危機管理部 メール登録者 職員参集メール 

 各部は、必要な情報を伝達できるよう、緊急連絡網を作成すること。 

 

２ 伝達経路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係機関の連絡先（巻末資料） 

消 防 団 （消防総務班） 

水 防 団 （水防対策班） 

班 員 

（社会・青少年教育班） 
部内連絡員 

消防本部 

危機管理部 

岐阜市社会福祉協議（市民協働生活政策班） 

本部連絡員 班 長 本 部 員 

赤十字奉仕団 

女性の会連絡 

協議会奉仕団 

防 災 会 議 委 員 ・ 幹 事 

（福祉政策班） 

県 支 部 

自 主 防 災 隊 （ 団 ） 長 
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第３節 協力体制 

【実施担当部】 

１ 市  ２ 県  ３ 防災関係機関 

 

<方針> 

防災関係機関等は、密接な連携を保ち、相互に協力して地震防災応急対策を迅速かつ的確

に実施する。 

 

<実施内容> 

１ 相互連携及び応援 

防災関係機関は、地震防災応急対策を実施するうえで、他の機関の応援を求める必要が

生じた場合は、直接災害応援協定を締結している他機関に対し、応援要請又は斡旋を依頼

し協力を得る。 

 

２ 自衛隊の派遣要請 

市本部長は、地震防災応急対策を迅速かつ的確に実施するため、自衛隊の支援の必要が

あると認めたときは、第３章第４節自衛隊災害派遣要請により自衛隊の派遣を要請する。 

 

３ 警戒宣言後の緊急輸送の実施 

市本部は、警戒宣言後の緊急輸送の実施の具体的調整を行う。 

 

４ 警戒宣言発令前からの準備的行動 

市は、災害時応援協定等を締結している他機関、指定行政機関及び指定公共機関の体制

を確認するとともに、広域的な応援部隊の派遣及び受援準備を行う。 
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第４節 警戒宣言・東海地震に関連する情報の伝達 

【実施担当部】 

１ 岐阜地方気象台  ２ 市  ３ 県  ４ 防災関係機関・事業者 

 

<方針> 

地震防災応急対策を迅速かつ的確に実施するため、防災関係機関等は、正確かつ迅速な東

海地震に関連する情報等の伝達及び居住者等に対する緊急広報を実施し、情報の収集、伝達

に万全を期す。 

 

<実施内容> 

１ 伝達する情報 

「東海地震に関連する調査情報（臨時、定例）」、「東海地震注意情報」、「東海地震

予知情報」及び警戒宣言発令。 

 

２ 伝達経路図 

 (1) 東海地震に関連する情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 警戒宣言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁 

岐阜地方気象台 

消防庁 

県 

その他無線局設置機関 

振興局等現地機関 

住民等 市 

県防災行政無線 

消防庁ＦＡＸ 県防災行政無線一斉ＦＡＸ 市防災行政無線・広報等 

内閣府 消防庁 県 

その他無線局設置機関 

振興局等現地機関 

住民等 市 

県防災行政無線 

消防庁ＦＡＸ 

県防災行政無線一斉ＦＡＸ 市防災行政無線・広報等 
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３ 市民等への伝達 

市は、東海地震に関連する情報等が発せられた場合、その内容をサイレン、広報車、同

報系防災行政無線（Ｊ－ALERTにより自動放送されるが、繰り返し広報を実施する。）等、

あらゆる手段により市民に伝達する。また、テレビ・ラジオ等を通じて伝達する。この場

合、東海地震に関連する情報等の意味及び居住者等がとるべき行動を合わせて示す。 

なお、警戒宣言が発せられた旨の伝達に使用する防災信号は、次のとおりとする。 

《地震防災信号》 

約45秒     約45秒          約45秒 

サイレン信号 ○   ○      ○      ○      ○      ○      ○ 

約15秒            約15秒            約15秒 

(備考)サイレンは適宜の時間継続する。 
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第５節 広報対策 

【実施担当部】 

１ 市長公室部  ２ 危機管理部  ３ 消防本部  ４ 都市建設部   

５ まちづくり推進部 

 

<方針> 

東海地震に関連する情報等が発せられた場合、東海地震に関連する情報等の周知不徹底あ

るいは突然の発表等に伴う社会的混乱を防止し、民心の安定を図るため、迅速、的確な広報

を実施する。 

 

<実施内容> 

１ 警戒宣言発令時の対策 

 (1) 広報の内容 

市、防災関係機関は、市民等に密接な関連のある事項及び民心の安定を図り、混乱の

発生を防止するための事項に重点をおき、市民等が正確に理解できる平易な表現を用い、

反復継続して実施する。なお、岐阜市は強化地域には指定されていないが、的確な広報

を行ない、冷静かつ的確な対応を促すよう努める。 

   

ア 東海地震に関連する情報等の内容、特に市域内の震度等の予想 

イ 交通規制に関する情報 

ウ ライフラインに関する情報 

エ 市周辺の生活関連情報 

オ 小規模小売店に対する営業の確保の呼びかけ 

カ 応急計画を作成すべき事業所に対する計画実施の呼びかけ 

キ 応急計画を作成しない事業所及び地域住民がとるべき措置 

ク 金融機関が講じた措置に関する情報 

ケ その他状況に応じて事業所又は住民に周知すべき事項 

 

 (2) 広報の手段 

ア 報道機関による広報 

(ｱ) 情報提供 

報道機関に対する情報提供は、本部事務室広報班が、庁舎内に設置した「災害時プ

レスセンター」又は記者クラブにて行うものとし、報道機関への情報提供の一元化を

図る。 

(ｲ) 報道機関との連携 

緊急を要する場合及び広域的に広報を行う必要がある場合、広報広聴班は「災害時

の放送に関する協定」に基づく、あらかじめ定めた手続きにより、岐阜放送㈱に対し、

テレビ等による広報事項の放送を依頼する。 

《広報の内容》 
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  協定：災害時の放送に関する協定（岐阜放送）  

     災害時の放送に関する協定（シーシーエヌ㈱）  

イ 防災行政無線による広報 

   同報系防災行政無線による広報は、本部事務室指令グループが行うものとし、市内一

斉、地域別又はグループ別での放送により、効果的に広報を実施する。 

ウ コミュニティＦＭによる広報 

株式会社シティエフエムぎふ緊急割込み放送による広報は、危機管理部が行うものと

し、外国人（観光客含む）への広報は、ぎふ魅力づくり推進部の協力により行う。 

確認書：災害時等における緊急放送に関する確認書（㈱シティエフエムぎふ）  

エ インターネット・ＳＮＳによる広報 

岐阜市公式ホームページ・フェイスブック・ツイッターの広報は、本部事務室情報提

供グループが行うものとし、最新の情報等を掲載する。 

オ 緊急速報メールによる広報 

   緊急速報メールによる広報は、本部事務室情報提供グループが行う。 

カ アマチュア無線による広報 

   本部事務室は、アマチュア無線団体の協力を求め広報を行う。 

キ 広報車・消防車による広報 

都市建設部等は、市内一円広報車により警戒宣言の発令を広報する。消防車による広

報は、災害応急対策に支障のない限り実施する。 

 

２ 問い合わせ窓口の設置 

市民からの問い合わせの対応は、本部事務室が中心となり行う。 

 

３ 警戒宣言発令前からの準備行動 

上記１の広報対策は、注意情報発表時点から実施することとし、併せて注意情報の意味

や今後の推移、住民、事業所については、不要不急の旅行、出張等を自粛すべきことを広

報する。 
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第６節 事前避難対策 

【実施担当部】 

１ 関係各部 

 

<方針> 

警戒宣言が発令された場合、人命の安全を確保するため、市は自主防災組織と連携し、迅

速、的確な避難対策を実施する。 

 

<実施内容> 

１ 避難指示の発令 

警戒宣言が発令された場合、急傾斜地崩壊危険区域、地すべり危険地域、老朽ため池下

流の浸水危険地域等の居住者など(以下「災害時危険地域居住者等」という)の人命の安全

を確保するため、避難指示等を発令する。 

なお、避難指示等の発令については、第３章第１５節避難対策に準じ実施する。 

 

２ 避難所の措置 

  避難者に対する、情報等の伝達、飲料水、食料、寝具等の供与、避難所施設の秩序維持、

その他避難生活に必要な措置については、第３章１５節避難対策、第３章１７節食料供給

活動等に準じ実施する。 

 

３ 事前避難体制の確立 

(1) 避難体制の確立 

避難については、警戒宣言の発令から地震の発生までは、比較的短時間であることを

前提に、自主防災隊に避難体制を確認するとともに、指定拠点避難所、公民館等の施設

管理者に避難所開放の連絡、福祉（二次）避難所の施設管理者に要配慮者の受入れにつ

いての事前確認など、迅速に避難体制の確立を図る。 

(2) 避難誘導等適切な対応 

災害時危険地域居住者等の内、あらかじめ把握した避難行動要支援者の避難について

は、自主防災組織等の協力のもと実施する。また、外国人（観光客含む）、出張者、旅

行者等については、関係事業者と連携し、避難誘導等適切な対応を実施する。 

(3) 避難方法 

災害時危険地域居住者等の避難所まで避難するための方法については、徒歩による。 

ただし、身体障がい者など徒歩による避難が著しく困難な者については、実情に応じ

て車両等を活用することにより、避難行動の実効性を確保するよう努める。 

 

４ 自主避難 

  警戒宣言が発令された場合、災害時危険地域居住者等以外の居住者等は、建築年数、耐

震性等住宅の構造から地震により倒壊する危険がある場合は、自主避難する。 
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このため、あらかじめ自宅の耐震点検等を行い、耐震性を十分把握しておく。 

 

５ 警戒宣言発令前からの準備行動 

(1)  学校等 

学校等は、必要に応じ、臨時休校措置の検討や、児童、生徒の保護者への引き渡し等

安全確保措置を行う。 

(2) 要配慮者利用施設 

各施設管理者は、高齢者、障がい者、病人等要配慮者の実情に合わせた安全対策を図

る。 
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第７節 消防・水防対策 

【実施担当部】 

１ 消防本部  ２ 基盤整備部  ３ 危機管理部 

 

<方針> 

消防機関及び水防管理団体は、警戒宣言が発令された場合、住民等の生命、身体及び財産

を保護するため、災害発生後の火災、水害及び混乱等に備える。 

 

<実施内容> 

１ 消防対策 

消防本部は、警戒宣言が発令された場合、住民等の生命、身体及び財産を保護し、地震

発生後の火災及び混乱の防止等に備えて、次の事項を重点として必要な措置を講ずる。 

(1)  地震に関する正確な情報の収集、必要な機関へ伝達すること。 

(2)  火災の防除のための警戒、必要な機関へ情報を伝達すること。 

(3)  火災発生の防止、初期消火について住民等へ広報すること。 

(4)  消防車積載品の増強、出場隊の編成など同時多発火災への対応について検討すること。 

 (5) 消防団との連携を密にし、不測の事態に備えること。 

 (6) 自主防災組織が実施する消火活動等の指導に関すること。 

 (7) その他必要な措置。 

 

２ 水害予防対策 

基盤整備部は、警戒宣言が発令された場合、不測の事態に備えて、次の必要な措置を講

ずる。 

(1)  地震に関する正確な情報の収集、必要な機関へ伝達すること。 

(2)  気象情報の収集、水害予防のための出水予測や警戒、必要な機関へ情報を伝達するこ

と。 

(3)  地震と出水の同時発生が想定される場合は、重要水防箇所や液状化の予想される地区

の堤防など留意すべき施設の点検や水防活動のため必要な準備をとること。 

(4) 水防活動に必要な資機材の備蓄量の点検や補充、国、県や他の水防管理団体と連絡を

密にし、不測の事態へ備えること。 

 (5) その他必要な措置。 

 

３ 警戒宣言発令前からの準備行動 

消防本部や基盤整備部は、東海地震注意情報発表の段階から、それぞれの活動に必要な

物資、資機材等の点検、補充、配備等を実施する。 
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第８節 交通対策 

【実施担当部】 

１ 基盤整備部  ２ 危機管理部  ３ 市長公室部 

 

<方針> 

警戒宣言が発令された場合、人命の安全を図り、交通の混乱を防止するため、一般道路の

交通規制、鉄道の運行制限を実施する。 

 

<実施内容> 

１ 警戒宣言発令時の対策 

(1) 道路危険箇所に係る管理上必要な措置 

道路管理者は、道路点検により危険箇所を把握し、警戒宣言が発令された場合は、道

路管理上の必要な措置をとるとともに、報道機関に依頼し広報する。 

(2) 車両の交通規制 

交通の混乱が予想される場合は、一般道路における車両の走行を必要に応じて抑制す

る。 

 (3)  運転手のとるべき措置 

走行中の運転者は、警戒宣言が発令された場合、次の措置をとる。 

ア 警戒宣言が発令されたことを知ったときは、地震の発生に備えて、低速走行に移行す

るとともに、カーラジオ等により継続して地震情報及び交通情報を聴取し、その情報に

応じて行動する。 

イ 車両を置いて避難するときは、できる限り道路外の場所に駐車し避難する。 

なお、道路外に駐車できない場合は、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切り鍵

は付けたままとし、窓は閉め、ドアはロックせず避難する。また、駐車するときは、避

難する人の通行や災害応急対策の妨げにならない場所に駐車する。 

 

２ 警戒宣言発令前からの準備行動 

東海旅客鉄道株式会社は、東海地震注意情報が発表されたとき及び政府から準備行動等

を行う旨の公表があったときには、旅客等に対しその内容を伝達するとともに、列車の運

転状況、警戒宣言が発令された場合の列車の運転の計画を案内する。 

 

《参考：強化地域に伴う交通規制等》 

１ 一般道路 

警戒宣言が発令された場合、一般道路における車両の通行制限は、次による 

(1)  中津川市での車両の走行は極力抑制 

(2)  中津川市への車両の流入は極力制限 

(3)  中津川市からの車両の流出は、交通の混乱が生じない限り原則として制限しない。 

 



 

 - 298 - 

第４章 東海地震に関する事前対策 

第８節 交通対策 

 

２ 中央自動車道 

警戒宣言が発令された場合、土岐インターチェンジから長野県境間を通行止めにし、飯

田山本インターチェンジから中津川市への流入を制限する。 

 

３ 鉄道の運転 

東海旅客鉄道株式会社は、警戒宣言が発令された場合の鉄道機関の列車運行は、次によ

る。（県内の状況） 

(1) 強化地域：中央本線（恵那～坂下） 

ア 注意情報発表時 

旅客列車は、運行を継続する。 

ただし、長距離夜行列車及び貨物列車については、強化地域への進入を禁止する。 

イ 警戒宣言発令時 

旅客列車の強化地域内への進入を禁止する。強化地域内を進行中の列車は、安全な駅

その他の場所まで安全な速度で運転して停車する。 

なお、貨物列車は、強化地域内への進入禁止を継続する。 

(2) 周辺地域：中央本線（勝川～恵那、坂下～南木曽） 

ア 注意情報発表時 

旅客列車は、運転を継続する。 

ただし、長距離夜行列車及び貨物列車については、強化地域内への進入を禁止する。 

イ 警戒宣言発令時 

(ｱ) 旅客列車は、勝川～恵那間で折り返し可能な駅間（春日井～瑞浪）の運転を、定め

られた運転速度により可能な限り確保する。坂下以北で折り返し可能な駅間（南木曽

以北）の運転を、定められた運転速度により可能な限り確保する。 

(ｲ) 長距離夜行列車及び貨物列車については、強化地域への進入禁止を継続する。 

(ｳ) 貨物列車は、強化地域内への進入禁止を継続する。その他の列車は、運転状況等を

勘案し、可能な範囲で定められた速度で運転する。 
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第９節 緊急輸送対策 

【実施担当部】 

１ 基盤整備部  ２ 経済部 

 

<方針> 

緊急輸送は必要最小限にとどめるとともに緊急輸送の対象範囲、緊急輸送車両の確認手続

きを定め、また緊急輸送道路、緊急輸送手段の確保を図る。 

 

<実施内容> 

１ 警戒宣言発令時の対策 

(1)  緊急輸送の対象範囲 

緊急輸送の対象は、次による。 

ア  応急対策実施要員 

イ  地震防災応急対策の実施に必要な物資及び資機材 

ウ  その他、市本部が必要と認める人員、物資等 

(2)  緊急輸送車両の確認 

県及び県公安委員会は、「大規模地震対策特別措置法施行令(昭和53年政令第385号)」

第12条の規定に基づき、次により緊急輸送車両の確認を行う。 

ア  緊急輸送しようとする機関は、迅速な緊急輸送の確保を図るため、県知事又は県公安

委員会に緊急輸送車両確認証明書の交付を申し出て、標章及び証明書の交付を受ける。 

イ  緊急輸送車両確認手続の事前届出制度について整備し、スムーズな交付を図る。 

(3)  緊急輸送道路 

緊急輸送道路は次のとおりとし、県が指定する。なお、県警察は、緊急輸送道路のう

ち国道19号、21号及び中央自動車道について、優先的に確保する。 

ア  第１次緊急輸送道路 

岐阜市及び地方生活圏の中心都市等の重要都市を連絡し、広域の緊急輸送を担う道路 

イ  第２次緊急輸送道路 

第１次緊急輸送道路と知事が指定する地域防災拠点を相互に連絡し、地域内の緊急輸

送を担う道路 

ウ  第３次緊急輸送道路 

第１次、第２次緊急輸送道路と知事が指定する地区防災拠点を相互に連絡し、地区内

の緊急輸送を担う道路 

(4)  ヘリコプター離着陸場の確保 

ヘリコプターが安全に離着陸できる場所(避難所・避難場所を除く)を県に報告すると

ともに、離着陸する場合には安全の確保を図る。 

(5)  輸送手段の確保 

市は、次により輸送手段を確保する。 

ア  地域の現況に即した車両の調達を行う。 
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イ  必要な車両等の確保が困難なときは、県に対して要請及び調達、斡旋を依頼する。 

協定：災害時等におけるバス車両による人員輸送に関する協定（岐阜乗合自動車（株）） 

 

２ 警戒宣言発令前からの準備行動 

市は、警戒宣言発令時の緊急輸送対策を円滑に実施するため、警戒宣言発令前から車両

等の確保及び各関係機関に体制の確認、また警察機関に対し交通規制の準備を要請するな

どの準備的行動を実施する。 
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第10節 物資等の確保対策 

【実施担当部】 

１ 関係各部 

 

<方針> 

市は、警戒宣言発令時の避難者の救護及び災害発生後の被災者の救助に必要な物資等を確

保するため、関係機関との協力等体制の整備を図る。 

 

<実施内容> 

１ 警戒宣言発令時の対策 

(1)  物資確保体制の整備 

警戒宣言発令時の避難者等の救護のための物資の確保を図るほか、地震災害の発生に

備え、備蓄物資等を確認し、覚書等を締結している関係団体等と連絡を取り、食料等生

活必需品調達体制の確認をするとともに、食料の保有数量等の把握並びに応急給食のた

めの要員、資機材及び運搬手段等の確保を図る。 

【食料等生活必需品】 

 災害時における応急生活用物資の確保に関する覚書（ぎふ農業協同組合） 

  緊急時における生活物資確保等の協力に関する協定（生活協同組合コープぎふ） 

  災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書（イオン㈱中部カンパニー） 

  災害時における生活必需物資の調達に関する協定（㈱バロー） 

  災害時における生活物資の調達、輸送及び保管に関する協定 

                 （岐阜流通センター協同組合連合会） 

  災害時における食糧供給に関する協定書（㈱コガネパン） 

 【燃料】 

災害時の熱源確保に関する覚書（岐阜県ＬＰガス協会岐阜支部） 

  災害時における燃料確保に関する覚書（岐阜県石油商業組合岐阜支部） 

(2)  物資の確保等のための要請、指導 

警戒宣言が発令された場合、食料等生活必需品の売惜しみ、買占め及び物価高騰の防

止のため、関係者に対して必要な要請指導を行う。また、生活必需品の高騰、売惜しみ、

買占めが起こった場合は、必要に応じて物資を特定し、その確保のための指導を行う。 

(3)  その他関係指定地方行政機関の協力  

ア  育児用粉乳、おにぎり、弁当缶詰等、応急食品      東海農政局 

イ  生活必需物資                    中部経済産業局 

ウ  災害復旧用木材                  中部森林管理局 

 

２ 警戒宣言発令前からの準備行動 

市は、警戒宣言発令時の避難者の救護及び地震災害発生後の被災者の救助に必要な物資、

食料等生活必需物資の調達体制を確認する。 
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第11節 保健衛生対策 

【実施担当部】 

１ 市民病院部    ２ 保健衛生部（保健所）  ３ 環境部 

 

<方針> 

市は、医療関係機関の協力の基に、警戒宣言が発令された場合、避難者等のうち病人等の

応急救護並びに地震災害発生後に備えての医療及び助産、医薬品等の確保、清掃及び防疫に

関する措置を講ずる。 

 

<実施内容> 

１ 医療・助産・衛生 

(1) 警戒宣言発令時の対策 

医療機関は、警戒宣言が発令された場合、次の措置を講ずる。 

ア 警戒宣言発令の周知徹底 

医療機関の長は、警戒宣言が発令されたことについて、医師等の職員及び外来、入院

患者等に対して周知徹底を図る。 

イ 地震防災対策本部の設置、病院（診療所）の防災処置 

医療機関の長は、地震防災対策本部を設置するとともに、消火設備、避難設備及び自

家発電装置の点検、並びに医療機器、備品、薬品等の転倒防止、移動の防止及び諸出火

防止対策を実施する。 

ウ 入院患者の安全対策 

エ 救急患者を除く外来診療の中止 

オ 医薬品、食料物資等の確保、医師の確保等の地震災害発生後への備え 

(2)  医療救護班の編成待機 

ア 市民病院部は、医療班の編成待機を行う。 

 イ 保健衛生部は、岐阜市医師会、岐阜市歯科医師会、岐阜市薬剤師会に医療救護隊の編

成待機を依頼する。 

(3)  医薬品等の確保 

市民病院部は、医療救護活動に必要な医薬品、衛生材料及び医療用具の円滑な確保を

図るため、在庫量を把握するとともに、卸売業者に在庫量を確認し提供の要請を行う。 

(4)  清掃 

環境部は、地震災害発生により生じるごみ又はし尿を収集運搬、処理・処分するため、

ごみ処理班、し尿処理班の編成、車両の確保及び処理・処分体制の確保について準備す

る。 

(5)  防疫 

保健衛生部（保健所）は、地震災害発生後の防疫活動に必要な防疫用資機材の整備点

検及び防疫薬剤の在庫量の把握を行うとともに、防疫活動に必要な車両の確保等の準備

を行う。 
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２ 警戒宣言発令前からの準備行動 

警戒宣言発令時の医療救護対策が円滑に実施されるよう、警戒宣言発令前から、救護所

の開設準備をするとともに、市民病院部又は市医師会に対し、医療救護班の編成並びに派

遣準備を要請する。 
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第12節 生活関連施設対策 

【実施担当部】 

１ 上下水道事業部 

 

<方針> 

水道、電気、ガス、通信、報道及び金融に関する事業を営む機関及びその監督指導機関は、

警戒宣言が発令された場合は、地震防災応急対策及び住民の防災行動の円滑な実施を推進し、

地震災害発生に備えて迅速な応急復旧を実施するための体制を整える。 

 

<実施内容> 

１ 水道（上下水道事業部） 

(1)  警戒宣言時の飲料水の供給 

飲料水については、地震災害発生後の水道施設の損壊による給水不能の事態の発生に

備えて、各所における緊急貯水が必要である。水道事業者は、地震災害発生後の断水に

備えて市民等が行う緊急貯水による水需要の増加に対応するため、給配水設備を最大限

に作動させ、飲料水の供給の継続を確保する。 

(2)  災害応急対策の実施準備活動 

ア  給配水施設 

水道事業者は、給配水施設の応急復旧用資機材の備蓄数量を確認するとともに、地震

災害時における応急復旧に関する協定に基づき、岐阜市指定管工事協同組合に対し水道

施設の応急復旧の出動準備を要請する。 

イ  応急給水 

水道事業者は、地震災害発生後の浄水作業不能の事態に備えて、浄水池又は配水池が

満水となるよう運転管理する。 

ウ  水道事業者は、配水池等から飲料水を運搬、供給するため給水車、容器等の給水用資

機材及びろ水器、消毒薬剤、水質検査器具等を整備点検するとともに、給水班の出動体

制を整える。 

 

２ 電気 

(1)  警戒宣言発令時の電気の供給 

電気については、地震防災応急対策の実施をはじめとするすべての活動の基礎となる

ため、その供給を継続して確保する必要がある。電力会社は、電力需要を把握し、発電

及び供給について万全を期し、必要に応じて他電力会社からの緊急融通を受け、電力の

供給の継続を確保する。 

(2)  災害応急対策の実施準備活動 

電力会社は、地震災害発生に備えて応急復旧に必要な資機材の数量の確認及び必要な

車両の確保を図り、不足すると予想される資材については、生産者、工事業者などの在

庫の確認を行い緊急確保に努めるとともに、工事業者に対し出動準備を要請する。 
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３ ガス 

(1)  警戒宣言発令時のガスの供給 

ガス会社は、警戒宣言が発令された場合においても、その供給の継続を確保する。 

(2)  災害応急対策の実施準備活動 

ガス会社は、地震災害発生に備えて応急復旧に必要な資機材の確認及び必要な車両の

確保を図るものとし、不足すると予想される資材については、生産者、工事業者等の在

庫の確認を行い、緊急確保に努めるとともに、工事業者に対し出動準備を要請する。 

 

４ 公衆電気通信の確保 

(1)  警戒宣言発令時の重要な通信の確保 

公衆電気通信の確保については、市民の相互連絡、市、学校、県等への問い合わせ等

の増大により、通信が著しく困難となる事態が予想される。ＮＴＴ西日本㈱は、通信が

困難となった場合には、一般加入者等の使用を適宜制限する等必要な措置をとる。また、

地震防災応急対策の実施上重要な通信の確保を図るとともに、状況に応じ災害用伝言ダ

イヤル“171”及び災害用伝言板(Web171)を開設し、安否確認に必要な措置をとる。 

(2)  災害応急対策の実施準備活動 

ＮＴＴ西日本㈱は、岐阜エリアに可搬型無線システム及び小型ポータブル衛星通信シ

ステム等を配備するとともに、長期停電に備えて移動電源車を配備し電源の確保を図る。

また、応急復旧に必要な資機材の備蓄数量の確認及び車両の確保を図り、不足すると予

想される資機材について、NTTグループ各社の在庫の確認を行い、緊急確保に努めると

ともに、NTTグループ各社に対し、出動準備を要請する。 

 

５ 報道 

(1)  報道機関は、東海地震に関連する情報等の正確かつ迅速な報道に努める。 

(2)  東海地震に関連する情報等の発表及び地震災害発生に備え、事前に関係機関等と密接

な連携をとり、実態に即した報道体制の整備を図る。 

(3)  報道に際しては、民心の安定及び混乱の防止を図るため、東海地震に関連する情報等

と併せて市民等に対し冷静かつ沈着な行動をとるよう呼び掛けるとともに、市民等が防

災行動をとるための必要な情報提供に努める。 

 

６ 金融 

(1)  金融機関の営業確保 

金融機関の営業については、原則として、平常どおり行う。 

なお、やむを得ず業務の一部を中止する場合においては、ポスターの店頭掲示等の手

段を用いて告知し、顧客の協力を求める。なお、普通預金の払戻業務については、でき

る限り継続する。 

(2)  金融機関の防災体制等 

ア  金融機関の店頭の顧客及び従業員の安全の確保に十分配慮する。 

イ  地震災害発生による被害の軽減及び発生後の業務の円滑な遂行を確保するため、危険
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箇所の点検、重要書類及び物品等の安全確保並びに要員の配置等について適切な応急措

置をとる。 

(3)  顧客への周知徹底 

店頭の顧客に対しては、警戒宣言の発令を直ちに伝達するとともに、その後の来店客

に備え、店頭にその旨を掲示する。 

 

７ 警戒宣言発令前からの準備行動 

市は、水源地等での飲料水確保体制を確認するとともに、応急給水の準備を行う。また、

各ライフライン関係機関は、応急復旧の資機材等の確保や工事業者の出動体制の確保等の

応急復旧体制の準備を行う。 
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第13節 帰宅困難者、滞留旅客に対する措置 

【実施担当部】 

１ 危機管理部  ２ ぎふ魅力づくり推進部  ３ 市民協働生活部   

 

<方針> 

警戒宣言が発令された場合、強化地域に対する交通規制や鉄道の運行停止などにより、市

内に帰宅困難者や滞留旅客（以下「帰宅困難者等」という。）が発生することが予想される

ため、地震情報の伝達、避難所の提供等帰宅困難者、滞留旅客に対する支援体制を速やかに

構築する。 

 

<実施内容> 

１ 警戒宣言発令時の対策 

(1) 事業所における帰宅困難者等対策 

   警戒宣言が発令され、交通規制や鉄道の運行停止などにより、通勤、通学者の中から

多数の帰宅困難者が発生した場合、原則、帰宅困難者等の関係のある企業、学校、宿泊

施設（以下この節において「事業所」という。）において応急対策を実施する。 

(2) 情報提供 

   市は、防災行政無線、報道機関、インターネット等により、帰宅困難者等に次の情報

を提供する。 

 ア 鉄道等の運行状況の情報 

 イ 帰宅経路情報 

 ウ 帰宅支援施設情報 

 エ コンビニエンスストア等の支援ステーションの情報 

(3) 避難所対策、救援対策 

   帰宅困難者は、むやみに移動を開始しないことを原則とし、必要な避難所対策及び救

援対策を実施する。 

 ア 避難所対策 

   市本部は、市役所庁舎及びハートフルスクエアーＧ、じゅうろくプラザなどＪＲ岐阜

駅周辺において一時滞在施設の確保を図る。なお、必要に応じ、地域の避難状況を確認

し、収容可能な避難所に収容する。 

ＪＲ岐阜駅周辺一時滞在施設一覧 

施設名 利用面積（㎡） 収容人数（人） 区域 備考 

アクティブG 3,520 1,170 駅西  

じゅうろくプラザ 2,690 1,190 駅西 ホールを含む 

ＪＲ岐阜駅 3,830 1,270 駅中  

アスティ岐阜 1,270 420 駅中  

ハートフルスクエアＧ 2,970 990 駅東 図書館を含む 

合計 14,280 5,040   
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 イ 救援対策 

   市は、帰宅困難者を救援するため、食料（約８千食）、飲料水（約２千ℓ）のほか、災

害用簡易トイレ、寝袋等を備蓄している。 

参照：災害用備蓄食料等（帰宅困難者用備蓄品一覧）（巻末資料） 

ウ 帰宅困難者用安否連絡手段の確保対策 

市は、帰宅困難者の一時滞在施設である市役所、ハートフルスクエアーＧに、特設公 

衆電話を事前設置している。 

 

２ 警戒宣言発令前からの準備行動 

  市は、警戒宣言が発令され帰宅困難となった場合に備え、食料、宿泊場所等の確保を図

るよう広報する。
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第14節 公共施設対策 

【実施担当部】 

１ 基盤整備部  ２ 上下水道事業部  ３ 経済部  ４ 行政部 

５ 施設を管理する部 

 

<方針> 

警戒宣言が発令された場合、被災防止措置を実施し、地震発生後に備え迅速な応急復旧を

実施するため必要な体制の整備を図る。 

 

<実施内容> 

１ 警戒宣言発令時の対策 

(1)  道路 

道路管理者相互に連絡し、必要に応じて道路の応急復旧のため建設業協会に対し、出

動準備体制をとるように要請し、また建設業者、販売業者等の保有する仮設資材の在庫

量の把握を行い、調達体制を整える。 

(2)  河川 

河川管理者は、必要に応じて応急復旧に必要な水防用資機材の備蓄数量の確認及び整

備点検並びに水防上注意を要する箇所の点検を行うとともに、水防管理者に対し、水防

団の待機を要請し、また岐阜土木工業会に対し、出動準備体制をとるよう要請する。 

(3)  下水道 

下水道管理者は施設の被災状況を迅速かつ的確に把握し、次により対策を実施する。 

ア  災害対応組織の編成 

職員の招集、役割分担の再確認、関係機関（警察、消防、道路管理者、電気、ガス、

水道及び他下水道管理者)との情報交換を実施する。 

イ  管渠 

地震発生後の調査や緊急措置のための資材の確保、調査用機材及び応急用器材の点検

を実施する。 

ウ 処理場、ポンプ場 

 応急復旧に必要な資機材の調達体制を整えるとともに、必要に応じてプラントメーカ

ー等に対し、出動準備態勢をとるよう要請する。また、備蓄してある応急用資機材の点

検、及び下水処理の運転に関連する機械設備及び電気設備についても再度点検を実施す

る。 

(4)  治山施設等 

治山施設等の管理者は、必要に応じて緊急巡回及び点検を実施し、災害の発生のおそ

れのある箇所の把握に努め被災防止措置を講ずる。また、応急復旧に必要な資機材等の

調達体制を整えるとともに、必要に応じて工事業者に出動準備体制をとるよう要請する。 

(5)  庁舎等重要公共施設対策 

庁舎等重要公共施設管理者は、庁舎等重要公共施設が災害応急対策の実施上、大きな
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役割を果たすため、概ね次の措置を講ずる。また、応急復旧に必要な資機材の調達体制

を整えるとともに、必要に応じて工事業者に対し、出動準備体制をとるよう要請する。 

ア  自家発電装置、可搬式発動発電機等の整備点検及び燃料の確保 

イ  無線通信機器等通信手段の整備点検 

ウ  緊急輸送車両その他車両の整備点検 

エ  電算機、複写機、空調設備等の被災防止措置 

オ  その他重要資機材の整備点検又は被災防止措置 

カ  飲料水の緊急貯水 

キ  エレベーターの運行中止措置 

ク  出火防止措置及び初期消火準備措置 

ケ  消防設備の点検 

(6)  工事中の建築物及びその他工作物又は施設 

工事中の建築物等管理者は、工事中の建築物及びその他工作物又は施設について、必

要に応じて工事の中断等の措置を講じる。特別の必要により、補強、落下防止等を実施

するに当たっては、作業員の安全に配慮する。 

なお、倒壊等により、近隣の住民等に影響が出るおそれがある場合は、その住民等に

対して注意を促すとともに市に通報する。 

 

２ 警戒宣言発令前からの準備行動 

各公共施設管理者は、応急復旧のための資機材等の備蓄数量の点検、補充を行い、必要

に応じ調達体制を整えるとともに、工事業者の出動体制を確認する。 
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第15節 大規模な地震に係る防災訓練 

【実施担当部】 

１ 危機管理部  ２ 消防本部 

 

<方針> 

東海地震における事前及び応急対策、関係機関との調整の円滑化等を目的として、平常時

から防災訓練を実施する。 

 

<実施内容> 

 第２章第４節防災訓練に併せて実施する。 
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第16節 地震防災上必要な教育 

【実施担当部】 

１ 危機管理部  ２ 消防本部  ３ 教育部  ４ 各部 

 

<方針> 

市は、防災関係機関、地域の自主防災組織及び事業所の自衛消防組織と協力して、地震防

災上必要な教育及び広報を推進するものとする。 

 

<実施内容> 

１ 職員に対する教育 

警戒宣言が発令された場合における地震防災応急対策の円滑な実施を図るため、職員に

対し必要な防災教育を行う。 

なお、この教育については、各部で実施する。 

(1)  東海地震の予知に関する知識、東海地震に関連する情報等の内容、警戒宣言の性格及

びこれに基づきとられる措置の内容 

(2)  予想される地震に関する知識 

(3)  東海地震に関連する情報等が出された場合及び地震が発生した場合に具体的にとるべ

き行動に関する知識 

(4)  職員が果たすべき役割 

(5)  地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

(6)  今後地震対策として取り組む必要のある課題 

 

２ 住民に対する教育 

市は、市民等に対する防災教育を実施する。 

なお、この教育は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行うものとし、ビデオ

などの映像、各種講演会の実施など地域の実情に合わせた、より具体的、実践的な教育を

行う。 

(1)  東海地震の予知に関する知識、東海地震に関連する情報等の内容、警戒宣言の性格及

びこれに基づきとられる措置の内容 

(2)  予想される地震に関する知識 

(3)  東海地震に関連する情報等が出された場合及び地震が発生した場合における出火防止、

近隣の人々と協力して行う救助活動、初期消火及び自動車運行の自粛等防災上とるべき

行動に関する知識 

(4)  正確な情報の入手方法 

(5)  防災関係機関が講ずる地震防災応急対策等の内容 

(6)  各地域におけるがけ地崩壊危険地域等に関する知識 

(7)  各地域における指定緊急避難場所及び避難路に関する知識 

(8)  避難生活に関する知識 
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(9)  平素から市民が実施することができる災害応急対策、生活必需品の備蓄、家具の固定、

出火防止、ブロック塀の倒壊防止等の内容 

(10)  住民の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

 (11) 自動車運転中における地震対応 

 

３ 児童、生徒等に対する教育 

  児童生徒等、防災上重要な施設管理者等に対する教育は、第２章第３節防災思想・防災

知識の普及に準じて実施する。 

 


